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国立研究開発法人の調達に係る事務について 

 

 

令和 3 年 2 月 26日 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

決 定 

 

 

１ 「特定国立研究開発法人による研究開発等を促進するための基本的な方針」（平成 28 年

6月 28 日閣議決定）に基づき特定国立研究開発法人を対象として特例随意契約制度を導入

したところであるが、その導入状況を踏まえ、「統合イノベーション戦略 2020」（令和 2 年

7 月 17 日閣議決定）において、国立研究開発法人（以下「国研法人」という。）の調達に

関し、「研究開発成果の早期発現及び向上のため、調達に係る公正性確保のためのガバナン

スが法人により着実に構築及び実施されることを前提に、既に制度を利用している法人に

係る上限額の引き上げや適用法人の拡大等を行う。」と規定されたことから、国研法人の調

達に係る事務を、以下のとおり決定する。 

 

２ 国研法人において研究資金の不正使用が生じないようにするために、当該法人の業務に

関して下記⑴のガバナンス強化等の措置が講ぜられている場合、国研法人のうち、内閣府

政策統括官（科学技術・イノベーション担当）及び総務省行政管理局長が別に定めるもの

については、国立研究開発法人特例随意契約（以下「特例随契」という。）として、下記⑵

を条件に別表に掲げる予定価格の額の範囲で随意契約を行うことができることとする（注

1）。 

なお、下記⑴の措置を講ずる際には、ICT の活用などによる事務職員の負担軽減に配慮

するとともに、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27年 5

月 25 日総務大臣決定）に基づき策定する調達等合理化計画の「調達に関するガバナンス

の徹底」において、ガバナンス強化等の措置の具体的内容を記載することとする。また、

当該記載に際しては、契約監視委員会の点検を受けるとともに、同計画の改定後は、主務

大臣に報告することとする。 

 

⑴ 研究資金の不正使用が生じないようにするためのガバナンス強化等の措置 

① 全ての研究者及び事務職員に、定期的かつ計画的な不正使用防止のための研修の受

講を義務付けている。 

② 契約担当の事務職員（注 2）が、契約（発注）を行うこととしている。 

③ 検収担当の事務職員（注 2）が、検収を行うこととしている。 

④ 物品管理担当の事務職員（注 2）が、換金性物品の保管状況を定期的かつ計画的に

検査することとしている。 

⑤ 契約業者から不正をしないことの誓約書を受領することとしている。 

⑥ 上記①から⑤の措置を規程類で明文化し公表している。 
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⑵ 特例随契を適用するための条件 

① 特例随契は、関係法人（注 3）以外との契約であること。 

② 特例随契は、公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実施

すること。 

③ 特例随契は、公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、価格

交渉を実施すること。 

④ 特例随契は、研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又は役

務の提供契約であること。 

⑤ 特例随契は、契約監視委員会等が事前承認及び事後確認すること。 

⑥ 特例随契は、契約概要を別紙様式により公表すること。 

⑦ 特例随契を導入したことによる効果（注 4）を、独立行政法人通則法（平成 11 年法

律第 103号）第 35 条の 6第 3項の規定に基づき作成する自己評価書に記載するこ

と。 

⑧ 上記①から⑦の条件を規程類で明文化し公表すること。 

 

３ 内閣総理大臣及び総務大臣は、必要と認められる間、国研法人における本決定に基づく

特例随契の実施状況について、確認を行うこととする。 

 

４ 本決定は、令和 3 年 4月 1日付けの契約から適用する。 

  「特定国立研究開発法人の調達に係る事務について」（平成 29 年 3 月 10 日内閣総理大

臣及び総務大臣決定）は、令和 3年 3月 31 日をもって廃止する。廃止までの間、同決定に

基づいて行われた特定国立研究開発法人特例随意契約については、本決定に基づく特例随

契とみなす。 

 

(注 1) 特例随契は、少額随意契約とは別の競争性のある随意契約方式であり、本決定は、「独立行政

法人整理合理化計画」（平成 19年 12月 24日閣議決定）により、国と同一にすることとされた

少額随意契約の基準額を変更するものではない。 

(注 2) 契約担当の事務職員、検収担当の事務職員及び物品管理担当の事務職員とは、国研法人の規

程類で、それぞれ、契約、検収、物品管理に関する事務を所掌するとされている部署の職員を

いう。なお、いずれも上記２(1)①の研修を受講済であることを要する。 

(注 3）関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22年 12月 7日閣議

決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開することとされている次の①及び②のいずれにも

該当するものをいう。 

① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職

の経験者が役員等として再就職している。 

なお、「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者である

かを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより影響力を与え得ると認めら

れる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3分の 1以上を占め
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ている。 

（注 4）研究開発成果の早期発現及び向上の状況、関係法人との契約からの移行状況、公開見積競争

又は価格交渉による費用削減状況などについて、アンケート調査結果や事例などを用いて記

載。 

 

 

別 表 

 製造の請負 財産の買入 物件の借入 役務の提供 

イ 別に定める国

研法人（ロに属す

るものを除く。） 

500万円以下 500万円以下 500万円以下 500万円以下 

ロ 別に定める国

研法人のうち、ロ

に属する法人と

して特に定める

もの 

1000万円以下 1000万円以下 1000万円以下 1000万円以下 

（注）物件の借入欄の額は、予定賃借料の年額又は総額 
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「特定国立研究開発法人による研究開発等を促進するための基本的な方針」（平成 28 年 6

月 28 日閣議決定）（抜粋） 

 

 第二 特定国立研究開発法人による研究開発等の促進に関して政府が講ずべき措置に関する基本的な

事項 

２．特定法人制度及び関連制度に係る措置等に関する事項 

（４）調達の在り方 

特定法人の物品及び役務の調達は、その研究開発が国際的な競争の中で行われていること

から、迅速かつ効果的に行うことが極めて重要である。このため、研究資金の不正使用が生

じないようにするためのガバナンス強化等を前提として、政府は、円滑な研究開発等の推進

の阻害、仕様の公開に伴う最先端の機微な知見・技術情報の流出等が発生することがないよ

う取り組む。その際、研究開発に直接関係する物品・役務の調達に限り、研究開発成果の早

期発現及び向上が期待でき、かつ、競争性及び透明性が確保された、新たな随意契約方式を

導入することとする。 

 

 

第三 特定国立研究開発法人による研究開発等の促進を図るための体制の整備に関する事項 

２．世界最高水準の研究開発等を実施するための体制の強化 

（２）研究者が研究開発等の実施に注力するための体制 

研究者、特に若手研究者の、研究上の定型作業、施設・設備の維持管理、各種申請、報

告、評価、調達等の業務に係る負担を軽減し研究に専念することができる環境を確保するこ

との重要性に鑑み、例えば、次に掲げる取組を通じ体制を整える。 

○ 研究支援者、リサーチアドミニストレーター、事務補佐員等の研究者を支えるための体

制の見直し 

○ 研究開発成果の普及・活用の一層の促進のための戦略的な知的財産の管理、効果的な活

用のための専門人材の適切な配置 

○ 調達における発注作業等の研究者以外の事務職員への集中化 

 

３．適正な研究開発等の実施を確保するための体制の充実 

研究開発に係る不正（研究開発活動における不正行為、研究開発費の不正受給・使用）

は、研究開発活動に対する信認を失墜させ、科学技術の健全な発展を阻害するものである。

総合科学技術・イノベーション会議において、平成26年９月に決定した「研究不正行為への

実効性ある対応に向けて」の中で改めて研究不正に取り組むための基本的な考え方・視点を

示し、関係大臣に対して意見具申を実施していることも踏まえた上で、特定法人は、国民の

負託を受けて信頼ある研究開発を実施していくために、国、科学コミュニティの指針、各特

定法人の使命、業務内容等を踏まえ、各々適切な法令遵守・リスク管理体制を適切に構築

し、その実施状況について適切な方法により社会に発信する。特に、第二２⑷で導入するこ

ととした新たな随意契約方式の運用を開始する際には、研究開発費の不正使用防止のため

に、調達における発注作業等を研究者以外の事務職員に集中化することなどについて取り組

む。 

 

（別 添） 
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「統合イノベーション戦略 2020」（令和 2 年 7 月 17 日閣議決定）（抜粋） 

 

第III部 各論 

第２章 知の創造 

（１）価値創造の源泉となる研究力の強化（若手研究者の挑戦支援、人文・社会科学の更なる振興

等） 

② 目標達成に向けた施策・対応策 

＜研究力強化・若手研究者支援＞ 

《調達制度の改善》 

○ 「特定国立研究開発法人による研究開発等を促進するための基本的な方針」（2016年６月閣議

決定）に基づき特定国立研究開発法人を対象として導入された特例随意契約制度について、研究

開発成果の早期発現及び向上のため、調達に係る公正性確保のためのガバナンスが法人により着

実に構築及び実施されることを前提に、既に制度を利用している法人に係る上限額の引き上げや

適用法人の拡大等を行う。 【内閣官房、科技、総、文、厚、農、経、国、環】 

 

   ※下線は付記したもの。 

 


